○旅費の支給事務について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成20年８月８日

	
	
	
	事務局　平成20年６月２日から

　　　　平成20年６月３日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

旅費の支給事務において、旅行命令簿の登録を怠っていたもの及び旅行命令簿と実際の旅行行程が異なっていたため、管内旅費が過払い及び支給不足となっているものがあった。



	指摘事項の内容等
　
　１　大阪府中央卸売市場の旅行命令簿とタクシー使用簿を照合したところ、Ａ職員及びＢ職員のそれぞれ２回の管内出張において、総務事務システムによる旅行命令簿の登録の誤り及び変更の怠りがあったため、以下の旅費が過払い及び支給不足となっていた。
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Ａ職員

旅行日

用務先

大阪市役所（宅発）

（円）

差額

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃(Ａ)

交通機関

乗車駅
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寝
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市

中央卸売市場

0

0

雑

費

200

雑

費

200

0

計

1040

920

120

※１の旅行命令簿経路は往復

過払い額

※２は定期区間

職員

Ａ職員

旅行日

用務先

大阪府庁(宅着）H

（円）

差額

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃(Ａ)

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃（Ｂ）
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公

用

車
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0
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-920

支給不足額

実際の経路

入力なし

※は定期区間

平成19年12月20日

平成19年9月4日

旅行命令簿の経路

実際の経路

旅行命令簿の経路
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Ｂ職員

旅行日

用務先

大阪府庁（宅着）

（円）

差額

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃(Ａ)

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃（Ｂ）

Ａ−Ｂ

モノレール

南

摂

津

門

真

市

240

公

用

車

市

場

寝

屋

川

市

0

240

京

阪

電

鉄

門

真

市

天

満

橋

260

京

阪

電

鉄

寝

屋

川

市

天

満

橋

300

-40

地

下

鉄

天

満

橋

南

森

町

地

下

鉄

天

満

橋

南

森

町

0

地

下

鉄

南

森

町

天神橋筋六丁目

地

下

鉄

南

森

町

天神橋筋六丁目

0

乙

電

鉄

天神橋筋六丁目

淡

路

150

乙

電

鉄
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0
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淡
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※は定期区間

過払い額
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Ｂ職員

旅行日

用務先

大阪府庁（宅発）

（円）

差額

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃(Ａ)

交通機関

乗車駅

降車駅

運賃（Ｂ）

Ａ−Ｂ

乙

電

鉄

Ｙ

駅

淡

路

0

乙

電

鉄

Ｙ

駅

淡

路

0
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乙

電
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150

乙

電
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150

0

地

下

鉄
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町
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町

0

地
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森

町

天

満

橋

地

下
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南

森

町

天
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橋

0

地

下
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橋
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田

200
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橋
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※は定期区間

過払い額

230

230

平成19年10月22日

旅行命令簿の経路

実際の経路

230

230

平成19年5月8日

旅行命令簿の経路

実際の経路


２　　本件については、戻入、追給等の是正措置を講じるとともに、旅費の支給事務にあた
って旅行命令簿とタクシー使用簿を照合するなど適正な事務執行に努められたい。

職員の旅費に関する条例の運用について

　第４条関係５

　　旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又は変更した場合には、できるだけ速やかに当該旅行命令簿等を当該旅費の支出又は支払いをする者に提示しなければならない。




○行政財産の使用許可について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成20年８月８日

	
	
	
	事務局　平成20年６月２日から

　　　　平成20年６月３日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	財　　　産

	指摘事項

行政財産の使用許可に係る事務処理において、使用許可手続及び使用料に係る調定手続の遅れにより、納期限までに使用料が納付されていないものがあった。
　

	指摘事項の内容等
　
１　行政財産の使用にかかる使用料については、使用開始の日前に全額を納付させなければならないとされている（行政財産使用料条例第4条）。

　２　大阪府中央卸売市場における行政財産使用許可に係る事務処理について確認したところ、使用許可手続及び調定手続の遅れにより、使用料の調定日から納入するための十分な期間を設定することができなかったため、下表の使用料について、使用開始（又は年度開始）の日前に納付されていなかった。

　　

区分

使用許可期間

使用目的

使用料

　　　(円)

収入調定日

(平成20年)

納付日

(平成20年)

新規

平成20年 4月 1日～21年 3月31日

冷蔵庫敷地他５件

2,246,400

3月25日

4月 1日

平成20年 4月 1日～21年 3月31日

自動販売機設置

　127,680

3月25日

4月 3日

平成20年 4月 1日～21年 3月31日

自動販売機設置

　236,140

3月25日

4月25日

平成20年 4月 1日～25年 3月31日

電柱及び地下埋設管設置

　　2,580

3月25日

4月 3日

平成20年 4月 1日～25年 3月31日

ガスガバナー室設置

　33,500

3月25日

4月17日

平成20年 4月 1日～21年 3月31日

看板設置他４件

14,000

3月25日

4月25日

継続

平成17年 4月 1日～22年 3月31日

無線基地局設置

　465,890

3月25日

4月 7日

平成16年10月 1日～21年 3月31日

PHS無線基地局設置

　　3,150

3月25日

4月 4日

平成16年 4月 1日～21年 3月31日

無線基地局設置

　952,950

3月25日

4月25日

平成16年 4月 1日～21年 3月31日

PHS無線基地局設置

　　1,570

3月25日

4月15日

平成16年 4月 1日～21年 3月31日

PHS無線基地局設置

　77,170

3月25日

5月 2日

平成18年 4月 1日～23年 3月31日

配電線支柱支線設置

11,900

3月25日

4月10日

平成18年 4月 1日～23年 3月31日

配電線ケーブル等設置

21,980

3月25日

4月30日

平成16年 4月 1日～21年 3月31日

公衆電話設置

56,000

3月25日

4月15日

平成16年 4月 1日～21年 3月31日

電柱設置

3,400

3月25日

4月15日

平成20年 4月 1日～20年 4月30日

自動販売機設置

840

3月25日

4月 3日

３　これらの件については、今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

行政財産使用料条例

第４条（納付の時期）

使用料は、使用開始の日前に全部を納付させなければならない。（略）




	大阪府財務規則

第25条　歳入徴収者は、第22条第１項の規定により歳入を調定したときは、直ちに納入義務者に納入通知書（様式第22号）又は納付書（様式第23号）を送付しなければならない。
２ (略)

３　第１項の規定により納入通知書（様式第22号）を発する場合は、これを発する日から20日以内（当該期間の末日が日曜日又は銀行法施行令（昭和57年政令第40号）第５条第１項各号に掲げる日のいずれか（以下「日曜日等」という。）に該当する場合にあっては、これらの日の翌日まで）において、適宜の納期限を定めなければならない。ただし、特定の納期限を指定する必要があるものは、この限りではない。
　大阪府財務規則の運用
第25条関係
１ (略)

２ (略)
３ (略)

４　納期限は、法令、契約等によって期日が特定されている場合は当該特定日とし、それ以外の場合は特に理由がない限り納入通知書の発行の日（調定の日）の翌日から起算して20日目の日（その日が日曜日又は銀行法施行令（昭和57年政令第40号）第５条第１項各号に掲げる日のいずれか（以下「日曜日等」という。）に該当する場合にあっては、これらの日の翌日）とする。



○保証金の預託事務について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府中央卸売市場
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成20年８月８日

	
	
	
	事務局　平成20年６月２日から

　　　　平成20年６月３日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	事　　　務

	指摘事項

保証金の預託事務において、仲卸業者から保証金の預託を受けていないものがあった。



	指摘事項の内容等
１　大阪府中央卸売市場の保証金預託事務を確認したところ、次のとおりＡ仲卸業者の２店舗目の保証金の預託を受けることなく、仲卸業務を開始しているものがあった。また、保証金の徴収状況を管理するために保証金管理簿に記載すべきところをなされていなかった。

・　許可年月日　　　平成15年４月１日

　・　施設面積　　　　店舗　30平方メートル、事務所　16平方メートル

　・　保証金額　　　　334,000円

２　大阪府中央卸売市場業務規程第22条では「仲卸業者は、第20条第１項の許可を受けた日から起算して１月以内に、保証金を府に預託しなければならない。仲卸業者は、…保証金を預託した後でなければ、その業務を開始してはならない。」とされている。

　　

３　また、Ａ仲卸業者は施設使用料等を滞納したまま、平成19年９月に廃業しているため、本来、保証金の預託を受けていれば、未収金に保証金を充当することが可能であった。

　４　本件は、未収金の回収に努力するとともに、今後は、かかることのないよう十分留意して、適正な事務の執行に努められたい。
　　　




大阪府中央卸売市場業務規程


第９条の２　知事は、卸売業者が使用料その他中央市場に関して府に納付すべき金銭の納付を怠ったときは、次項の他の債権者に先立って弁済を受ける権利に優先して、第７条第１項に規定する保証金をこれに充てることができる。





第22条　仲卸業者は、第20条第１項の許可を受けた日から起算して１月以内に保証金を府に、保証金を府に預託しなければならない。


２　仲卸業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、その業務を開始してはならない。


３　第１項の保証金の額は、第57条第１項の規定により納付すべき使用料（仲卸売場及び加工施設の使用に係るものに限る。）の月額の３月分に相当する額を超えない範囲で規則で定める額とする。


４　（略）


５　第８条第３項、第９条、第９条の２及び第10条の規定は、第１項の保証金について準用する。








